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会計学的費用概念の論理構造

一一一ベ一トンの所説を中心として一一

酒井文雄

I はしがき

近代会計学の発展は，計算手続に関する簿記論の領域で，計算形式に関する

勘定学説研究の領域で，著しい進歩の跡を示している。けれども，言l算対象に

関する理論的研究の領域には，なお多くの問題が残されている o このことは，

計算対象に関する理論的研究の諸領域のなかでも従来とかく軽視されてきた損

益計算論の領域で，特に顕著である。その上，損益計算論上とわわけ問題のあ

るのは，費用だと考えられ高。

それでは，近代会計学は損益計算対象としての費用を，どのように規定して

いるか。かかる対象規定の論理的構造は，どのようなものであるか。小稿の課

題は， これらの点を，アメリカの代表的な会計学者の一人であるべート Yにつ

いて，考察することである。なぜ，ベートンをとり上げるのか。それは，彼の

費用概念が「長い墨守と慣習を通じて便宜的なものとなった一つの見解ゃーつ

の手続を正当化する良き理論J'の建設を志向する近代会計学の→固の理論水準

を，表わしているからである。

ベート Yの「収益原価jという費用概念は，一貫して「種々の，論証はでき

ないが，会計実践の諸条件，諸目的に照らして合理的であれまたそれなしに

は会計専門家が仕事のできない，便宜的な諸仮定」めに基礎づけられてし、る。し

かもそれは， 1938~40年を転換点、に，前期ベ一トン (1918-38年)のより狭い費

用概念から後期ベ一トン (1940年~現在)のより広い費用概念へと，移行してい

1) W. A. Paton， Esse叫ials0/ Accounl畑 g，Rev. ed.， 1949， p. 1 
2) 明r.A. Paton， A日 ountingTheoザ， 1922， p. 499 
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る。かくして，われわれは，彼の費用概念を，費用概念成立のための諸仮定と

費用概念に関する具体的諸規定との二段階にわけて考察し，その間，前期ベー

トY と後期ベート y との相具についても注目 rるであろう。

E 費用概念成立のための諸仮定

ベート γは，企業会計の直接的素材が株式会社形態の個別産業資本における

経済的事実の不安定な局面たる貨幣単位で表示された価値ないし価値標章 (va-

lue representation) だ'l とし、うことは，当然，会計専門家の仕事に判断と推測

をもたらし，企業会計の全機構壱一連の便宜的な諸仮定に基礎づけるとしづヘ

そして，これらの諸仮定は，会計主体が継続企業としての企業実体であるとい

う仮定をはじめとする一連の仮定から構成され，前期ベートジと後期ベート V

とで必ずしもその内容を等しくするものでないが，われわれは当面，彼の費用

概念壱直接基穣づけていると思われる若干の仮定r.考察するにとどめる。
( i ) 原価が価値を与えるとしづ仮定ないし測定された対価としづ仮定

ベートンは，まず，企業会計の直接的素材たる個別産業資本の価値を具体的

に把握するためのー般的な評価基準を取得価格すなわち原価に求め，これをつ

ぎのように説明するロ

会計専門家は，彼自身を一個の絶対的な価値判断者として設定す畠ことがで

きない。彼はまた，取得価格によらない限り，価値評価が困難である。そこで，

会計専門家は，経済学者と同様に合理的な事業家達から成る一つの世界壱仮定

し，事業取引には強制U.詐欺，悪しき判断，不注意とし寸要素が全然ないと，

仮定する;)。会計専門家は， かくして， この仮定から「原価が価値を与えると

3) 明T.A. Paton， Accounting Theory， 1922， pp. 29-30， p. 471 
W. A. Paton. Acwunting， 1924， pp. 26-27 

W. A. Paton， Essenlials 01 ACGounling， 1938， Preface， p. v 
4) W. A. Paton， Ac印刷叫吋 Th回叩 1922，pp. 471-472 

W. A. Paton & A. C. Littleton. An Intro如 h叩 to Corpo叩 teIAc回附'lting Standaγ'ds， 
1940， p. 21 

5) W. A. Paton， Acco酬帥gThec叩 1922，p. 133， 489 
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いう仮定J(cost-g四国 valueassumption)6)すなわち「原価が一般に，最初の表

示諸目的に対して実際的な価値を与えるという仮定」ηを，導き出す。かかる仮

定は勿論，事実に則したものではないが，このように仮定する以外に評価の方

法はありえない。善意の価値(bonafide value)による評価や公正な市場価値に

よる評価は，例外である，と。

後期ミ トYでは， この評価基準の設定が「測定された対価J (且出掛U出 d

.consideration)， I価格総計J(price-a.ggregatc) とし、う仮定で揚棄されたかに見

える。彼はし、う o I会計の主題は，交換活動に含まれる測定された対価である G

会計は，とれらの実換を質的k表現しようとするものでなし量的k表現しよ

うとするものであるn 会計が価値春記録する左いうことは，混乱してし、る。え

ぜなら，交換の瞬間には価格総計は一個の価値の記録と考えられてよいが，そ

の瞬間後には価値は変化し記録された価格総計は変化しないからである。かく

して，会計は価格総計だけを用いる。というのは，それが種々の対象や月役を

一様に表示する一個の便利な公分母だからである」・〉と。

しかし， これだけで，評価の問題が彼の会計理論から全面的に放逐されたと

考えるのは早計であろう。彼は依然として「重要なのは貨幣でも価格でもなく，

諸勘定の背後にある用役(価値一一引用制だJ')とじて3 評価の問題を意識して

いるし，若干の例外を認めた上で，一般的な評価基準としての原価主義を，今

日なお保持しているからである。

(ii) 原価の価値論ないし原価は粘著するとしづ仮定

ベ 1， :，/は，続いて，上の仮定に緊密な関連をもっ生産物の価格形成におけ

る原価諸項目と生産物との関係についての仮定を，つぎのように説明する。

6) W. A. Paton，めid.，p. 490， i r資産会計」でもベ トンは，イ γフ νーショ γにともなう捌定
単位としてのドル価値の干落を強調しながらj しかもなおかつ rw原価』と「価値』との聞には，
何等本質的な差違(inhcrcntcontra'St)はなu、J(W. A. Paton & W. A. I'aton， As.sd Ac-
"開削ig，1952， Preface， p. vii)， としている。 またz 同様なことが「会社の利潤」でも rJE
確に原価を測定する閣題の性質 (thenature of the prob-lem of correctly measuring cost)J 
(W. A. Paton， Corporate Profits， 1965， p. 43) として，重ねてのへられている。
7) W. A. Paton， ib;d.， p. 48a 

8) W. A. Faton & A. C. Littleton， op cit.， pp. 11-13 
9) W. A. Paton & A. C. Llttleton， ibid.， p. 13 
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「生産において使用される財産の有形的本体 (physicalessence)は，必ずしも

文字通り生産物に移転しない。また，原価諸項目と生産物との間には，完全で

明白な有形的関連が存在しなし、J九例えば，原材料のばあいですら多くの浪費

があれ固定資産はある本質的条件(田吋副nessential condition)以外の何物も

生産物に寄与しないし町， 監督や他の多くの用役は直接には有形的な生産物と

結合していない。さらに，生産物が生産に使用された財貨の有形的な混合物だ

としても，このことは決して取得原価が全面的に生産物に移転するということ

を意味しなし、。

会計専門家は，そこで，伎の仕事にとって木質的な基礎となり，またそれな

しには原価計算が不可能な一個の仮定を設けなければならないn すなわち「生

産に使用きれたすべての財貨や用役や条件の価値は， ある神秘的な方法で (in

some mysterio田 manner)，その生産のために己れらのものが消費されその価値

を附加するところの対象ないし生産物に移転する (p伊as田s0肝ve世ri担nt旬oand i旧nher問e)J2

という仮定が，これである。

ベート Yは，この仮定は一種の「原価の価値論J (cost theory of value)であ

り，これはマノレグスの労働価値説に類似するものだというのであるが明， この

ような彼の見解の皮相なことはいうまでもない。

後期ベートユノでは， r原価の価値論」が一応否定されて 「原価は粘著する
(cωt attach)J としづ仮定がこれに代替される。彼はし、う。 r原価は，それら
が恰も一個の粘著力(powerof cohesion)をもっているかのように，生産物や期

聞を基準に集合される。この原価が粘著する Eし寸概念を説明するために『原

価の価値論」を仮定する必要はない。原価は，価値 (valueor worth)を示すた

めに整頓されるのではない。原価は，その新しい状態でなお原(闘である o それ

らは，単に再編成されたに1ぎない。再編成の凪的は，材料や他の成分に新し

10) W. A. Paton， Accounting Theoη" 1922， p. 491 
11) W. A. Paton， ibid.， p. 491 
12) W. A. Paton， ibid.， p. 491 
13)、N.A. Paton， ibid.. p. 108 
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い効用を与えるためになされた努力を追跡することである o 会計は，どの原価

がすでに回収されどの原価がまだ回収されていないかを認識するために，つぎ

のように仮定する。すなわち，会計は，割当てられたかあるいは再編成された

諸原価は，それをそのFループの中に同化する一個の本来的な親和力 (natural

a曲nity) を，それぞれ相互にもっていると，仮定する」叫と。

しかし，己れだけで「原価の価値論」が「原価は粘著ずる」としづ仮定によ

って完全に否定されたということは，できまい。後者もまた原価のもつ「本来

的な親和力」を説く一種の神秘主義的な便宜論であるし，すでにのベたように

評価の問題が彼の会計理論から全面的に望号を消したと考えることが，必ずしも

正当ではないからである。か〈して，後期ベートンの「原価は粘著する」とい

う仮定は，前期ベート Yの「原価の価値論|壱否定したものというよりも，そ

れ壱継承し，それをさらに一歩発展させたものと，いわざるをえないことにな

るo

(iii) 取得原価の最終的消失としての費用としづ仮定

ベート Yは，ついで，個別産業資本における「取得原価の流れJ(the stre am 

01 c田 tincurred)に関する会計専門家の仮定に言及し，取得原価がし、かなる条

件のもとで費用となるかを，つぎのように説明する。

会計専門家は個別産業資本における「取得原価の流れ」を， ①購入ないし

獲得，⑧利用ないし転化，⑧完成， ④販売ないし最終的消失 (saleor nnal 

expiration)の四段階〔あるし、は②，③を合わせて三段階)町を通過するものとし，

「真実の費用段階J (true expen同 stage) は第四段階を通過しつつある価値額

であると仮定して，そのように会計処理を行なう。かかる仮定が必要なのは，

14) W. A. Paton & A. C. Littleton，吋 cit.，pp. 13-14 
15) W. A. Paton， Accountzng Theo叩.1922， pp. 159-169 
W. A. Paton， Accou#t問g，1924， pp. 107-108 
W. A. Paton， Essenl叫lsoj Acc叫叫醐g，1938， p. 42， pp. 96-98 
W. A. Paton & A. C， Littleton， ot. cit，. p. 25 
W. A. Paton， Ad開館cedACl仰勿ting，1941， p. 458 
w 企 PatoD，Essentials 01 Acc;ounti-ng， Rev. e同d..1949， p. 36， pp. 94-96 
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「原価諸要素の流れが，とどめられ繰延べられねばなら血賦課のプールとそこ

から効用が十分波みつくされた諸要素を表わす賦課とに，適切に分離されねば

ならない」明からである。そして，この会計専門家の仮定は，正確な利益の算

定としづ立場から実践的な重要性をもち，特に工業部門のように生産過程の長

いところでは，その重要性が顕著である。例外は，商品運送等のばあいにみら

れる，取得原価の発生とその同時的な消失であると，いう。

ベ←トンはリトノレトンとの共著「株式会社会計基準序説J(1940午)で， 費

用概念を一時放棄したかに見える。彼等はいう。 I伝統的な意味をもった原伺

(cost) ，費用 (expense)，財産 (asset) 土し寸用語は，必ずしもそれらの業本的

な関係を表わすのに助けとはならない。原価と費用と壱区別する一般の傾向は，

喜ばしいものでなし、。というのは，財産が原価であると同様に，費用もまた一

個の重要な意味での原価だからである」町と。だが，このような彼等の主張も

その後のベ一トンの見解と考え合わせる時，ベート Yが一時的にせよ費用概念

壱放棄したと見るよりも，むしろその共著者りトノレトンの強い動態論的立場の

表明と見る方がより穏当だと，いわねばなるまい。

(iv) 原価は発生し利益は出現するという仮定

ベートンは，さらに，原価と利益の区別に関するもう一つの仮定を追加する。

そして，この仮定のさらに前提となるのは「生産費J(叩stof production)とい

う経済学上の一つの費用概念である o 彼は，これをつぎのように説明する匂

価格決定に関する限り I取得原価の最終的消失としての費用」としづ仮定

だけでは，小充分である。会計専門家は，取得価値 (costvalue)を決定しよう

とするのであり，販売価値 (sellingvalue)を決定しようとするのではない。会

計専門家は，そこで， I原価は発生するが，利益は充満して (full-blowのある

特定の時期すなわち販売の時期に，突然に出現する (suddenlyappears)J明とい

16) W.A. Paton & A. C. Littleton， opω1.， p. 16 
17) W. A. Paton & A. C. Littleton， ibid.. p. -25 
18) W， A. Paton， Acco刷 tingTheory， 1922， p. 493 
W， A. Paton & A. C. Littleton. opω ， p. 17 
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うように，仮定する。この仮定は勿論，貧弱な論理 (poorlogic)である。 I仕

掛品の価値が使用された購入財貨や購入用役に基づいて発生するとすれば，企

業によっ C提供された用役の価値もまた集積すると仮定することが，合理的で

あるように思われる」ヘだが， かかる仮定を認めることは，完成および販売

に先立つ利益。認識を意味することになる。かくして，会計専門家は一般に，

断乎としてこのような仮定を拒絶する。経済学者の生産費土会計専門家の事業

費用 (businessexpense)が全〈異なったものであ1¥以七会計専門家のかかる

態度はE当である。経済学的生産費と事業費用とは，峻別されねばならない。

この区別をしない時には，利益壱収益と費用の差額として認識する損益計算の

本質が見失われ，損益計算論の領域におけるある種の長い論議に停滞すること

になる。 r諸控除が去り利益が始まる点は，正しく，外部の人々や外部の企業

から獲得した諸要素と企業国有の寄与を分離する点であるj町。企業の特異な用

役，企業の特異な経済的機能は，まったく真実に，獲得された諸要素と同様に

一個の経済学的生産費である。しかし，かかる用役は，顧客への一個の費用で

あり，企業への一個の費用ではない。事業費用は，購入された設備，財貨，用

役の価値から構成され，企業自身が提供している用役についての仮定の価値を

含まない。企業自身の用役の価値，企業自身の資金の利用価値は，企業にとっ

て商品，労働，広告などのための費用と同じ意味の嘗業費 (operatingcost)で

はない。 rこれらは，単に機会原価 (opportunitycc吋であり仮構的な収益賦
課 (hypotheticalrevenue chargel5)であって，事業費用ではないJ21)， と。

E 費用概念に関する具体的諸規定

ベ 1. ";/は，会計学上の費用概念を r収益原価J(cost of revenue)， r収益
控除分J (revenue dedu.ctions) として具体的に規定する。そして，彼のとのよ

19) W. A. Paton， Accounting Theo叩.1922， p. 493 
20) W. A. Paton & A. C. Littleton， op， c~t.. p. 37 
W. A. Paton. Advanced A印刷叫阿g，1941， P 475 

21) W. A. Paton， Ac印刷ting，1924， pp. 539-542 
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うな費用概念は，前期ベート:/(1918-犯年)のより狭い範囲のものから後期ベ

ート:/(1940年~現在)のより広い範囲のものへと，移行している。

(け 収益原価，収益控除分としての費用

ベ一トンは，会計学上の費用概念がなぜ「収益原価J，r収益控除分」として
規定されるかについて，つぎのように説明する。

企業会計の直接的素材としての個別産業資本の価値は，かかる個別産業資本

の内在的な性質に基ついて， 財産 (asset，資金の消費された対象)および財産権

(equity，資金の源泉〕という会計資料における六つの基本的な範隠との関連で把

握される。すなわち，個別産業資本におけるすべての価値変動の過程たる諸取

引は，上の三つの基本的範障との関連で， (1)財産交換取引， (2)財産権交換取

引， (3)財産・財産権取引， (4)混合取引(上の三取引のうちの二つ以上の結合した

もの)年四分類される。

ところで，純利益 (netrevenue，財産権の純増加) をその中に包摂する販売取

引は，財産交換取引と財産・財産権取引との結合した混合取引である。もっと

も，販売取引は原理的には直接，財産および財産権に分離することができるし，

またこの取引はある見地から「等価の交換として財産交換取引のごとく見え

る」。 だが，会計的評価は原則として販売価格よりも取得価格に基礎をおくも

のであれ会計機構は純利益ないし純損失を販売価格と取得価格との差額とし

て認識する方法に韮礎をおくものである。また，実際問題とし C，販売取引を

直接，基本的な二つの範時たる財産および財産権に還元することは不便である。

したがって，販売取引は財産交換取引として処理されてはならず，それは財産

突換取引(総原価部分に対応)と財産・財産権取引〔純利益部分に対応) との結合

された混合取引としで処理されねばならない。

かくして，混合取引としての阪売取引は，販売の瞬間においては I財産権の

粗増加J(gross increase in equities)つまり「財産権の暫定的形態J(provisional 

form of equity)たる収益 (revenue) としてしか把握できなし伊〉。そこで， この

22) W. A. Paton & R. A. Stevenson， PrinciPles 01 Acc四帥略 1918，p: 39; W. A. Paton， 
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収益から純利益壱抽出するための控除部分が，収益 費用=純利益としづ関係

における費用ということになる。すなわち「費用とは，一定の会計期間中の生

産物の販売に体化して企業を離れた財産価値の消失額を表わし，その期間に発

生した「収益原価』あるいは『収益控除分』である」町と。

第 l図会計的資本循遼図式

↓ 一l
五百豆ETVALUES ゃ ・1・ …山小…… 今EQUITYVALUES 

〉一一一→REVENUE1 
(SERVICES 一一一→ l 

吋 ENTERPRISE)... J ・・~. • →百ET主EVENUE

←令EXPENSEI 

〈注 W.A. Patoll， Accounting Theory， 1922， p. 257 

(ii) 費用概念の内容の拡大化

ベートンは r費用J(expense) と「損失J (loss) との区別は原理的には単
純だが，実際上は必ずしも容易でないとして，費用と損失との区別におけるボ

ーダー・ラインの問題を考察する。そして，彼のこのような考察は，費用の概

念内容の拡大化〉損失の費用化という結果となフている。彼は，これをつぎの

ように説明する。

純益計数の正確さを保持することが重要だという点から，無差別的に営業費

と真の損失を包括した「損費J(1099)という用語には反対しなければならない。

費用と損失は，原理的につぎのように区別される。すなわち，生産の一個の必

要事実として吸収されるすべての価値，生産物がもたらされねばなら血とした

ら発生しなければならないすべての原価が，費用である。損失は，それに対し

て何等の価値ある対価も受けとられないある財産価値の消失を測定する財産権

イβ印仰ntingTheory， 1922， pp. 146-153; W. A. Paton， Accounhng， 1924， pp. 97-98; W. A 
Paton， Essentials of Acc四帥ng，1938， p. 81; W， A. Paton， Essentials 0/ Acca附 zling，Rev 
ed.. 1949. pp. 77-78 
23) W. A， Paton & R. A. Stevenson， Pri師 iples01 Accounting， 1918， p. 41; W. A. Paton. 
Acc.ounling Theory， 1922， p. 156; W. A. Paton， Accounting. 1924， p. 102; W. A. Paton. 
Essenlials 01 Accounling， 1938， p. 85 ; W. A. Paton， Essential.s 0/ Accounting， Rev. ed.. 
1949， p. 82 
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(ないし利益)からの控除部分である。 r損失は，それに対して何等の報償もな
じまったく不本意であり非恒常的であるという点で，費用とはまったく相違

している」問。

しかしながら，上のような費用と損失との原理的な区別は，実務上は必ずL

も容易でない。企業活動は，理想的な条件で進行するものでなし、。 r生産は技

術的過程であるとともに経済的過程であれかかる生産過程は不可避的に企業

危険の流れに多少とも結合している J25)。 労働は， 諸材料の浪費と高い労務費

の結果，非能率かも知れない。新規の労働者の雇傭は，機械維持費の増大をも

たらすかも知れない内主た，商品の不注意な旬装によるiIii品があるかも知れな

い。あるいはまた，経営は 般的な均衡壱欠いて，不健全かも知れなし、。この

ような諸項目は，費用なのか損失なのか。 rそれらは，価格決定の昆地から，
疑いなくある程度まで原価を構成する」向。 それらは， 産業社会の立場から負

担されねばならず，供給を制約する諸条件である。他方，それらが個々の企業

の販売価格につねに特定の影響を与えるかどうかは，疑問である。

そこで，さきの費用と損失の原理的な区別を.r会計政策J(accounting policy) 
の立場から多必修正せねばならない。 r費用と損失の区別の線はs 何処かにひ
かねばならぬ。だが，ある意味で損失たる価値消失は，それにも拘わらず価格

に影響を与える原価である。消失する価値は，技術的生産が考慮される限り何

ら生産に寄与するところがないとしても，その価値量が考慮される限り収益に

貢献する。したがって，一般に，異常でない状態で発生するすべての経常的な

価値消失を収益生監の原価だと仮定することが，恐らく最も合理的だろう」町。

それでは，何が一体，確実な会計政策となるのか。 rそのようにするのが容易

なばあいには，真の損失を営業費から区別し，そこから除外せねばならぬ。何

か疑問のあるばあいには，その項目を適当な名称の費用として処理することが

24) W. A. Paton， Accounti包gT.加。り， 1922， p. 137 
25) W. A， Paton， ibid，. p. 177 
26) W. A. Paton， ibid.. p. 177 

27) W. A. Paton. Accounting. 1924， p. 560 
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よし、だろう」町と。

へート γにおける以主のような費用と損失の区別の問題は，刷期ベート yか

ら後期ベートンへと，W;々その差異性の強調から同一位の強調に移行す志。す

なわち，後期ベ 1， ";/では，三つの点からさらに費用概念の内容を拡大すると

ともに，一応，費用から区別した損失を究極的には費用と同様に「収益(ない

し利益剰余金または財産権)からの控除分」叫とすることによって，遂には実質的

無差別に陥ち入ってい品。ともあれ，彼は費用概念の拡大を，つぎのように説

明する。

すべての損失は，企業が理想的状態で運営古れないということから，事情が
/ 

「経営の普通標準J(ordinary standards of management)30)に照らして全く不合

理でない限り，営業費としてそれを収益に賦課するととができる。また「企業

がそのような事情の下で運営されねばならぬ政治的，社会的，法律的(物理的

には勿論)一般条件によって要求される支出は， それによって受取るべき財貨

や用役に対応しないとしづ見地から，損失と定義されよう。だが，現状では，

かかる支出壱そのように説明することは殆んど不可能である。広い意味で見れ

ば，かかる支出は，普通の労働や原料のための出費と全く同様に，営業費を表

わすものであるJl)と。

N 結びに伏えて

われわれは，以上の考察から，ベート yの費用概念の論理的構造を， I収益

原価Jあるいは「収益控除分」という一つの形式論理の流通主義的経済理論と

便宜的会計政策による補強の構造として，担えることができると思う。したが

って，われわれはここで，ペート Yの費用概念について大要つぎの三点を，指

28) W.‘ A. Paton， Essentials 01 Accounting， 1938， p. 160 
29) 、V.A. Paton， & A. C， Littleton， op. cit.. pp. 100-101; W. A. Paton， Advanced Aec帥削
ing， 1941， p. 469; W. A. Paton & R. L. Dixon， Es.se予防als01 Accou略的zg，1958， p. 118 
30) W. A. Paton， Adva昨;edAccounting， 1941， p. 469; W. A. Paton & W， A. Paton， Jr.> 
Cortoration Accounts ana Sta初旬ents，1955， p. 335 
31) W. A， Paton. ib~d. ， p. 469 
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摘しておかねばならない。

第一に，会計学上の利益概念が一種の差額概念である以上，費用概念が収益

概念との対応関係から「収益原価」あるいは「収益控除分」という一つの形式

論理を脱却できないことは，自明である。だが，会計学的費用概念に宿命的な

この自明の論理を，意識的に一つの概念規定として措定したところに，理論家

ベートソの鋭敏さを，われわれは認めるべきであろう。同時に，ととに忘れて

ならないのは，会計学的費用概念の科学的分析の出発点が，この形式論理壱形

式論理として科学的に評価すること，つまり形式論理の論理的限界を明確化す

ることにある， ということである。ベートンは「収益原価」あるいは「収益控

除分」という一つの形式論理の論理的限界を I経済学的生産費」というもう

一つの形式論理で克服したかのごとき錯覚に陥入れすべての形式論理そのも

ののもつ論理的限界までは認識しえなかったのである。損失の費用化，費用概

念の内包と外延の拡大への途は，こ5して拓かれたものであろう。形式論理は，

その根紙において，事物を運動の過程で把える論理ではない。事物を運動の過

程で把える論理は，弁証法の論理である o したがって，形式論理の科学的評価

すなわち形式論理の論理的限界の確認には，形式論理の具体的内容への弁証法

的論理の適用が必須の要件となろう。われわれは，こうして初めて，損失概念

や利益処分概念とは般別された会計学的費用概念を，科学的に措定しうるので

ある。

第二に，会計学上の費用概念が個別資本の循環過程という一個の経済事象を

その直接の素材としている以上，かかる費用概念の合理的な展開が科学的な経

済理論の上にのみ成立するものであることは明白である。もともと経済学者と

して出発したベート Y が，経済学よの価格論，費用論，利j問論を縦横に駆使し

て会計学的費用概念の理論的礎石を固めようとする基本的意図は，この意味で

高〈評価すべきである。だが，とのばあい彼の経済理論にみられる流通主義的

欠陥は，厳しく批判されねばならぬ。このような経済理論の基本的誤謬は，価

値と価格との混同から，価値と価格との間には量的不一致がみられるばかりで
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なし質的矛盾も含まれるとしづ事実を，見ょうとしないことである。価格は，

ベ一トンの認めるような自然的秩序ではなく，特定の社会関係の物的標章であ

れ歴史的，社会的，制度的な秩序である。資本制的価格にみられるこのよう

な制度的側面壱見逃すとき，現実の市場価格はせいぜい需給関係としてしか把

えられず，そこに今日みられる独占・非独占の関係やイ νフレ損益の関係がま

ったく黙殺され，ただ現行の秩序を神秘的に美化するとし寸結果となる。会計

学的費用概念がその礎石とすべき経済理論は，かかる流通主義的経済理論では

なく，明確な価値論によって体系化された科学的経済理論である。こうした科

学的経済理論の適用によってのみ，今日の会計学的費用概念の擬制的な性格が

十全に明らかとなるのである。

第三に，会計学上の費用概念が現実には特定の個別的会計主体の目的概念で

ある以上，かかる費用概念の内包と外延は，つねに社会的な経済法則に規制さ

れながら，しかも特定の個別的会計主体の立場から政策的に決定される。つま

り，会計学的費用概念への会計政策介入の問題は，特定の個別的会計主体の社

会的経済法則の利用とそれへの適応とし寸意味で，現実に不可避的である。け

れども，ここに留意すべきことは，このような会計政策の科学性ということで

ある。ベートンは，会計学的費用概念への会計政策介入の必然性を一方では正

当にも立証しながら，他ノ旬では会計政策の科学的な設定に悲運にも失敗したと

いわねばなるまい。科学的な会計政策の設定は， I経蛍の普通標準」や「政治

的，社会的，法律的 般条件」を基盤とするよりも，社会的経済法則への科学

的な適応を目的としなければならない。このような意味で，ベート Vの費用概

念拡大化の会計政策は，非科学的であり便宜主義的である o I使宜と論理とは

大部分一致するJS2) 正いう彼のこのような便宜主義は， アメリカ会計学の伝統

的思想たるプラグマテイズムの哲学に，深く由来するものと恩われる。まして

や，以上のような会計政策の体系化，制度化たる会計基準，会計原則にさまざ

まの問題が含まれることは，いうまでもなかろう o

32) W. A. Paton， Essenl回 is01 Accounting， 1938， p. 6 


